
歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 福井県 鯖江市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
●人件費

　類似団体平均と比較すると、人件費に係る経常収支比率は低くなっており、その要因としてごみ処理業務や消防業務を一部事務組合で

行っていることがあげられる。また、物件費にあたる臨時職員の賃金が類似団体を大きく上回っていることから、今後はこれらも含めた人件

費関係全般について注意深く見守り、現在の水準を維持していくことを目標としたい。

●物件費

　物件費に係る経常収支比率が高くなっているのは、行財政構造改革プログラムに基づき職員数の削減を図っていることに伴う臨時職員の

増加が大きな理由である。このことは物件費が上昇しているのに対し、人件費が低下傾向にあるという比率の推移にも現れている。特に公

立保育所の保育士や幼稚園の教諭に占める臨時職員の割合が大きいため、現在行われている保育所等のあり方に対する議論の結果等

を鑑み、物件費の削減等に向けて努力したい。

●扶助費

　扶助費に係る経常収支比率は類似団体平均を下回っている。しかし、少子高齢化および昨今の経済不況に起因する扶助費の増加傾向

は避けられないため、財政を圧迫することがないよう指標を注意深く見守っていきたい。

●補助費等

　補助費等に係る経常収支比率が類似団体平均を上回っているのは、丹南病院を始めとする一部事務組合への負担金および各種団体等

への補助交付金が多額になっているためである。今後は一部事務組合の歳出等を注意深く見守るとともに、不適当な補助金の見直しや廃

止を行い、補助費等の抑制を図りたい。

●公債費

　過去の大型建設事業に加え、義務教育施設整備事業や平成１６年度に発生した福井豪雨の災害復旧事業等の影響で地方債残高が増

加したことにより、地方債の元利償還金が膨らんでおり、公債費に係る経常収支比率は類似団体平均を上回っている。人口１人当たりの決

算額は約46,000円であり、類似団体平均の決算額を１万円余上回っており、公債費の負担は非常に重たいものになっている。公債費の

ピークは平成２６年度になると見込まれ、それまでは非常に厳しい財政運営を余儀なくされる。行財政構造改革プログラムでは、新規の大

型建設事業の凍結や普通建設事業債の新規発行額を１０億円以下に抑制することとしているので、目標を遵守し、後年度に多大な財政負

担を生じさせぬよう努力したい。

●その他

　その他に係る経常収支比率が類似団体平均を上回っているのは、小・中学校を始め、社会教育施設およびスポーツ施設の老朽化に伴う

維持補修費の増加が主な要因である。限られた財源の中で定期的かつ効率的な維持補修を行い、施設の長寿命化を図ることにより、財政

負担の軽減を図っていきたい。




